平成２６年度（第２回）境港市国民健康保険運営協議会議事録

　　
日　時　　平成２７年２月２６日（木）
場　所　　境港市保健相談センター研修室
出席者　　委　員　　西村　裕子、足立　則文　木村　清、松野　充孝

小林　哲、足立　利昭、門脇　重仁、渡辺　はるみ

欠席者　　委　員　　松本　憲昭、松本　雅人、柏木香寿子、柏木　咲子
山本　真次、村上　浩
事務局　　市民生活部長　佐々木　史郎、市民課長　佐々木　真美子
市民課課長補佐　門脇　克美、市民課　松田　陽子
健康推進課成人保健係長　竹内　真理子
傍聴者　　なし
（１）開　会　　午後１時３０分
（部長）　あいさつ
　　　　　皆様方におかれましては、平素から国民健康保険事業に対しまして、格別のご協力をいただいておりますことに改めてお礼を申し上げたいと思います。国民健康保険の制度改革を巡りましては、今月国と地方の協議が整いまして、国は平成２９年度から毎年約３千４百億円の公費を投入し、国保の基盤強化を図っていくという方針が示されました。　　そして平成３０年度からは都道府県が国保の財政運営の責任主体になるということも示され、その方向で進んでおります。財政の運営責任が県に移りまして、財政安定化基金というのも設けられることになります。この基金により高額の医療費が発生するといったリスクを県全体で分散させることができ、急激な保険料の上昇を起きにくくするということに期待がされているところでございます。ただ、実際の住民に接する部分につきましては、保険税の決定ですとか、賦課、徴収、保険事業といった現在市町村が行っている業務は、ほとんど今とは変わらないという形が考えられているところでございます。来月には、法案として今の国会に提案されると聞いておりますし、今後も県と市町村の役割分担につきまして、より詳細な情報収集に努めていきたいと思っております。
　　　　　本日は、先程もありましたように平成２６年度の国保会計の決算の見込みですとか来年度の予算について主に協議をしていただきますが、前回の１０月の会議より厳しい状況が生じてきておりまして、年度後半に入ってから医療費が急激に伸びてきております。そのため、財政的に大変厳しくなりつつあります。限られた時間ですが、皆様の率直な意見をいただきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。
（２）委員出席状況報告

（事務局）それでは、会議に先立ちまして、本日の会議の定足数について申し上げます。
本日の会議には、松本憲昭委員、松本雅人委員、柏木香寿子委員、柏木咲子委員、山本真次委員、村上浩委員の６名の委員より欠席の連絡がありました。ご出席いただきました委員は、８名で委員の定足数の２分の１以上でありますので、協議会規程第５条第２項により、会議が成立していることを報告します。
（３）議事録署名委員の選任

（会長）　足立則文委員と木村清委員に議事録署名委員をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。
（４）協議事項

（会長）　平成２６年度境港市国民健康保険費特別会計決算見込みについてご審議をお願いいたします。事務局より説明をお願いします。
（事務局）まず、決算見込みの歳入の赤字補てん額についてですが、当初平成２６年度予算では、４千３百万円余を計上しておりましたが、大幅な赤字となったため、５千万円余を３月の市議会で補正し、概ね１億円を補てんします。しかし、それでもなお４千百万円余の赤字となっております。この赤字につきましては、現在基金が６千９百万円余ありますので、基金から補てんする予定としております。
それでは、主な歳入について説明いたします。
保険税につきましては、６億６千４百万円余を見込んでおります。保険税の改定及び被保険者の減少により、前年度決算額より４千５百万円余の減少でございます。１月末現在の収納率は現年分で対前年度同期比０．４８％の増、滞納分で１．０７％の減であり、決算見込みにおける収納率については、一般被保険者の現年分９０．２０％、滞納分１５．８０％、退職被保険者の現年分９３．３０％、滞納分２１．００％と見込んでおります。

次に国庫支出金ですが、全体で８億８千２百万円余を見込んでおり、前年度決算額より１千２百万円余の減少でございます。内訳としましては、療養給付費分３億９千２百万円余、介護納付金分５千３百万円余、後期高齢支援分1億３千４百万円余を見込んでおります。これらの交付金は、歳出の一般分保険給付費の３２％が交付されるものであります。平成２６年度歳出の一般分保険給付費は増額となっていますが、これは年度の前半は少額であり、後半に大きく伸びたためで、交付金は年度前半の給付費で年間の交付金を算定するため、保険給付費は増額ですが、交付金は前年度より減額となっております。次に普通調整交付金と特別調整交付金でございます。普通調整交付金は給付費等の７％を基準として、医療費や所得格差を調整して交付されるもので、２億３千万円余を見込んでおります。特別調整交付金は、災害による減免や医療費適正化の取組状況等の地域の特別な事情が考慮され交付されるもので３千３百万円余を見込んでおります。
続きまして県支出金でございます。全体で１億３千７百万円余を見込んでおります。主なものとして、県調整交付金を１億円見込んでおります。これは、療養給付費等の３％分、県内保険者間の医療費水準及び所得水準による算定分、保健事業の実施状況による算定分の合計額が交付されます。

次に支払基金交付金でございます。全体で１７億５百万円余を見込んでおります。内訳ですが、退職者療養給付費交付金について２億７千７百万円余、前期高齢者交付金について１４億２千７百万円余を見込んでおります。退職者療養給付費交付金は、歳出の退職分療養給付費と退職者等の拠出金相当額から退職被保険者等分の保険税を控除した額が交付されるものです。前期高齢者交付金は前期高齢者の全体に占める構成割合の少ない被用者保険等がその割合に応じて拠出し、構成割合の多い市町村国保へその割合に応じて交付される、保険者間の財源調整のための交付金であります。

続いて共同事業交付金ですが、４億５千８百万円余を見込んでおります。この交付金は県内市町村の保険料の平準化及び財政の安定化を図るため、各市町村国保が拠出し、その財源を基に費用負担の調整を行うための交付金でございます。医療費８０万円を超えるレセプトが対象となる高額医療費共同事業交付金について９千５百万円余、医療費
３０万円を超え８０万円以下のレセプトが対象となる保険財政共同安定化事業交付金について３億６千３百万円余を見込んでおります。
一般会計繰入金でございますが、これは一般会計から国保会計へ一定のルールに従い繰り入れるもので、先程説明いたしました赤字補てん分９千３百万円余を含む
３億２千９百万円余を見込んでおります。
その他収入でございますが、督促料、延滞金、利子等の合計額４百万円余、交通事故による医療費返還金として百万円余を見込んでおります。
以上歳入の合計として４２億１千４百万円余を見込んでおります。
続きまして、主な歳出について説明いたします。

まず、総務費でございますが、事務費、国保連合会負担金、医療費適正化事業、後発医薬品普及促進事業等の合計額で１千９百万円余を見込んでおります。
次に保険給付費でございます。合計で３０億７百万円余を見込んでおります。主な内訳として、一般分保険給付費について２８億５百万円余を見込んでおります。前年度決算と比較して療養給付費が１億１千百万円余、高額療養費が２千３百万円余の増額となっております。退職分保険給付費については、１億８千３百万円余を見込んでおり、前年度決算と比較して療養給付費が３千５百万円余、高額療養費が６百万円余の減額となっております。
続いて支払基金拠出金です。合計で６億１千９百万円余を見込んでおります。主なものといたしまして、後期高齢者の医療費の一部を現役世代の各医療保険が負担する後期高齢者支援金を４億５千万円余、介護保険の経費の一部を各医療保険が負担する介護給付費納付金分を１億６千７百万円余見込んでおります。
共同事業拠出金でございます。合計で５億２千７百万円余を見込んでおり、県内市町村の保険料の平準化及び財政の安定化を図るため、県内の一般被保険者の医療費の過去３年間に実績に基づき各市町村が拠出するもので、８０万円を超える医療費に係る高額医療費共同事業拠出金を１億３千７百万円余、３０万円を超え８０万円以下の医療費に係る保険財政共同安定化事業拠出金を３億８千９百万円余見込んでおります。
特定健康診査等事業費については、１千３百万円余、保健事業費については、
１千２百万円余を見込んでおります。

保険税還付金等のその他支出を百万円余見込んでおります。
最後に償還金ですが、平成２５年度療養給付費等負担金の精算による返還金を
５千３百万円余、平成２５年度国民健康保険特定健康診査等の精査による返還金を
９０万円余、平成２５年度鳥取県国民健康保険特定健康診査等の精査による返還金を
９０万円余、合計５千５百万円余を見込んでおります。

以上歳出の合計として４２億５千６百万円余を見込んでおり、先程申しましたとおり４千百万円余の赤字となっております。

以上で平成２６年度境港市国民健康保険費特別会計決算見込みの説明を終わります。
（会長）　ただいま説明がありましたが、ご質問、ご意見がありましたらご発言をお願いします。
（委員）　県調整交付金についてですが、平成２５年度と２６年度を比較すると４千万円ほど減っていますが、これも医療費が前半は少なく、後半になって伸びたことが影響しているのですか。
（事務局）療養給付金につきましては、前半の医療費で国の交付金の概算額が決まるものですので、後半に伸びた分に対しての年度内の追加交付はありませんが、県の調整交付金につきましては、医療費の何％といった部分に加え、医療費の伸びだけではなく、各市町村の状況を調整する部分があります。その状況によって交付金が多めになったり少なめになったりします。今回の県調整交付金はまだ確定ではなく、少なめに見積もっているところでございます。

（委員）　後半に医療費が伸びたのは、何か特別な要因があるのでしょうか。
（事務局）いろいろ調べてみましたが、後半の医療費の推移が前年より４千５百万円くらい高い月がありまして、的確な要因が見つからない状態です。ただ、これまで退職者医療制度で人工透析を受けておられた方が、年齢が６５歳になられた関係で一般被保険者になられたといったこともありますし、全体的に医療費の２、３百万円くらいの方が増えてきているといった感じを受けております。
（委員）　２、３百万円の医療費は、かなり高額だが、悪性腫瘍の手術とかが多いのですか。

（事務局）内容までは分析ができておりません。
（委員）　今後、対策を立てることが重要だと思いますが。

（事務局）人工透析を受けるのを１ヶ月でも先に伸ばせばその分、医療費が少なくなるので、そういった健康づくりの取り組みが大切だと思っております。
（会長）　他にございませんか。

（委員）　後半に医療費が伸びたということで、決算見込みの金額が変わる可能性は十分あるということでしょうか。
（事務局）国からの交付金は、翌年度精算ですので、後半に伸びたとしても今年度の歳入で受け取るのではありません。今年度は、償還金について５千５百万円ほど国に返しておりますが、この金額が少なくなるのか追加で交付されるのかといったところですが、例年
５千万円くらいの返還はあります。ですが、医療費が後半に伸びたということでこの金額が少なくなる可能性が高いと思っております。
（委員）　医療費の伸びが一過性のものなのか、まだ続くのかを含め、分析の必要があると思います。

（事務局）分析いたします。
（会長）　ほかに何かご意見、ご質問はございませんでしょうか。
　　　　　無いようなので、私の方から確認ですが、先程一般会計からの繰入金が当初予算から３月補正で５千万円ほど上積みしているということでしたが、それでも決算見込みで
４千万円ほどの赤字が見込まれるということでしょうか。
（事務局）はい、そうです。
（会長）　補足説明資料では、基金の残高が６千９百万円ほどあるが、この残高が赤字の補てん財源ということになるのでしょうか。
（事務局）もしこのままであれば、４千万円赤字補てんということで、基金の残高が２千９百万円ほどに減少し、この金額を平成２７年度に繰り越し、２７年度が赤字になった場合の赤字補てんの財源となりますが、基金が無くなる可能性があります。
（会長）　ほかに何かございませんか。せっかくの機会ですので、ご質問、ご意見をいただきたいと思いますが。

（委員）　基金が無くなった後に、また赤字が出たらどうなるのですか。都道府県化になれば残金が０円でもよいということですか。
（事務局）基金の残高が０円となり、また赤字となった場合ですが、今は一般会計からお金を繰り入れておりますが、都道府県化になれば県から赤字分のお金を借り、その分保険税を引上げ、３年間で返還するといった事務処理の流れになりそうです。
（委員）　今は市町村で保険料が違っていますが、都道府県化になると同一都道府県では同額となるのでしょうか。
（事務局）都道府県が区域内の市町村の医療費の水準等を勘案して市町村ごとの保険料を決定し、それを参考に各市町村が保険料を決定するといった流れになりそうです。
（会長）　国保の都道府県化に関する質問でしたが、私も都道府県化後は、県内市町村は同じ保険料になると思っていましたが、今説明があったようにそうではなく、市町村が行う業務もほとんど現状のままだということのようです。
　　　　　ほかにご質問等ございませんでしょうか。
　　　　　ご発言がないようですので、平成２６年度境港市国民健康保険費特別会計決算見込みについてご了解いただいてよろしいでしょうか。
承認の方は、拍手をお願いします。

（一同拍手）

最終的な決算については、来年度の運営協議会で報告がありますので、よろしくお願いします。
（会長）　次に、平成２７年度境港市国民健康保険費特別会計予算について事務局より説明をお願いします。
（事務局）まず、平成２７年度境港市国民健康保険費特別会計予算の概要について説明いたします。

全体として平成２６年度予算より４億３百万円余の増額となっておりますが、これは保険財政共同安定化事業の改正により、平成２６年度までは３０万円を超え８０万円以下の医療費が対象でしたが、平成２７年度より１円から３０万円以下の医療費についても対象となったため、保険財政共同安定化事業交付金及び保険財政共同安定化事業拠出金がそれぞれ増加したことが主な理由でございます。
保険税については、被保険者の減少に加え、税の割引である軽減の対象が拡充されたことにより減額となっておりますが、この減額を補うため一般会計繰入金のうち基盤安定分を増額としております。

赤字補てんについては、５千万円を計上しておりますが、歳出のうち償還金が現時点では不明であるため、枠取りの千円しか計上しておりません。例年償還金は５千万円以上であるため、赤字補てん額はさらに増加が見込まれます。また、基金も減少しており、いつまでも基金の充当ができないため、今後は国民健康保険税の値上げを検討する必要があると考えております。

それでは、平成２７年度予算について説明いたします。主な歳入から説明させていただきます。

まず、保険税でございます。合計６億５千５百万円余を計上しております。内訳として一般分６億１千３百円余を計上しております。現年度の収納率を９１．０％と見込み、対前年６百万円余の減少となっております。滞納繰越分につきましては、収納率
１６．０％を見込み、対前年百万円余の増加となっております。次に退職分でございます。現年度分の収納率を９４．０％と見込み、対前年度３千２百万円余の減少、滞納繰越分につきましては、収納率２８．０％を見込み、６０万円余の減少となっております。退職分の減少につきましては、平成２７年度より退職者制度の廃止による退職被保険者等の減少を見込んでいるためです。

続きまして国庫支出金でございます。合計で８億８千４百万円余を計上しております。内訳といたしまして、療養給付費分４億８百万円余、介護納付金分４千６百万円余、後期高齢者支援金分１億２千８百万円余を計上しております。

療養給付費につきましては、歳出の一般療養給付費が平成２６年度後半より伸びているため、増額を見込んでおりますが、他につきましては、保険給付費の減少に伴い減額を見込んでおります。療養給付費分の増加額が他の減少額を上回っているため、合計としては、増額となっております。

普通調整交付金及び特別調整交付金でございます。普通調整交付金につきましては、平成２５年度実績並を見込み、特別調整交付金につきましては、確実な金額を見込んでおります。

県支出金につきまして、１億８千３百万円余を見込んでおります。主な内訳といたしましては、県財政調整交付金を１億４千百万円余見込んでおりますが、給付費の減少により、前年度予算額より２千７百万円余の減額を見込んでおります。

次に支払基金交付金でございますが、全体で１５億４千百万円余を見込んでおります。内訳といたしまして、退職者療養給付費交付金を１億７千５百万円余、前期高齢者交付金を１３億６千６百万円余見込んでおります。

共同事業交付金ですが、全体で１０億５千７百万円余を見込んでおり、内訳といたしまして、高額医療費共同事業交付金を１億１千９百万円余、保険財政共同安定化事業交付金を９億３千７百万円余見込んでおります。先程も申し上げましたが、保険財政共同安定化事業につきましては、制度改正により前年度予算額に比べ、５億７千９百万円余の増額を見込んでおります。
一般会計繰入金につきましては、合計２億９千２百万円余を見込んでおりますが、このうち先程も申し上げたとおり、前年度に引き続き、赤字補てん分も見込んでおります。
最後にその他収入についてですが、８百万円余を見込んでおります。主な項目といたしましては、督促料、延滞金、利子、交通事故による医療費返還金でございます。

以上、歳入合計４６億２千２百万円余を見込んでおります。

続きまして、主な歳出について説明いたします。

まず保険給付費でございます。全体で２８億８千６百万円余を見込んでおります。内訳といたしまして、一般分保険給付費につきまして、一人当たりの金額を平成２５年度決算の５％増の２７億２千４百万円余で見込んでおります。退職分保険給付費につきまして、退職者医療制度の廃止による被保険者数の減少等を見込み、昨年度より
８千６百万円余減額の１億３千９百万円余で見込みました。出産育児一時金を対象３３件、１千３百万円余、葬祭費を対象６２件、百万円余で見込みました。

続きまして、支払基金拠出金でございます。全体で５億７千２百万円余を見込んでおり、主なものとして、後期高齢者支援金を４億２千６百万円余、介護納付金分を
１億４千５百万円余見込んでおります。

共同事業拠出金でございますが、全体で１０億９千３百万円余を見込んでおります。内訳といたしまして、高額医療費共同事業拠出金を１億５千５百万円余、保険財政共同安定化事業拠出金を制度改正の影響を考慮し、前年度予算額より５億５千２百万円余増額の９億３千７百万円余で見込んでおります。

特定健診等事業費及び保健事業費をそれぞれ１千４百万円余見込んでおります。

最後にその他支出ですが、これは被用者保険への異動に伴う保険税還付金等で、
百万円余を見込んでおります。

以上、歳出合計４６億２千２百万円余を見込んでおります。

これで平成２７年度境港市国民健康保険費特別会計予算の説明を終了いたします。
（会長）　ただ今、平成２７年度境港市国民健康保険費特別会計予算について事務局から説明がありました。ご質問、ご意見がございましたら、ご発言をお願いします。

　　　　　ないようですので、私の方からですが、保険財政共同安定化事業交付金と保険財政共同安定化事業拠出金について詳しく説明していただけないでしょうか。
（事務局）高額医療費共同事業と保険財政共同安定化事業は、小規模保険者で何千万円もの高額な医療費の必要な方が出るとその保険者は破綻してしまうというリスクがございます。そういったリスクを低減化するために各保険者が医療費に応じた金額を出し合って多額の医療費が発生したときに交付金を交付し、影響を少なくしようということで行っているものでございます。高額医療費の方が８０万円を超える医療費が発生した場合に、保険財政共同安定化事業の方はこれまでは３０万円を超え８０万円以下の間の医療費が発生した場合に各保険者が拠出した金額を交付し、大きな影響を回避するものです。来年度からは保険財政共同安定化事業については、１円から３０万円以下の医療費についても各保険者への交付対象とするように改正されます。つまり、かかった医療費はすべて交付の対象となり、各保険者の状況によって交付され、それぞれのリスクをできるだけ低減化していこうというものです。医療費の多い保険者は他の保険者に助けてもらうということになりますが、多くの交付を受けた保険者は、３年ごとの医療費から支払額が決まりますので、その年には多くの金額を払わなくてもいいですが、再来年には多くの交付を受けた分、多くの金額を支払うようになるという形で運営されています。
（委員）　今まで３０万円を超える医療費だったのが、全部が対象となるのですね。
（事務局）はい、そうです。これも広域化を見込み、医療費だけでも全県単位でいうことで取り組まれたものです。それによって全部の医療費が対象になるので、予算規模が膨らんでいます。

（会長）　市町村への財政的な影響はありますか。
（事務局）境港市の場合、交付金の方が多くなるのかと思っていましたが、今年提示された資料では、拠出金の方が多くなっております。金額が大きいために拠出金と交付金の差が数千万円単位で出ています。その差が大きいと予算に影響がありますので、県の財政調整交付金で拠出超過額と交付金額の１％との差額を補てんするようになっております。
ただ、そうなると今まで交付されていた県財政調整交付金のうち、財政状況を勘案して交付されていた以外の部分が減少となるので、今後財政調整交付金がどのようになるのか想像できない状況です。
　　　　　それと平成２３年度に国民健康保険税を１０％引き上げましたが、その際に税の引き上げと一般会計からの繰入金を半々にして国民健康保険財政を運営していこうということでご了承いただき、税を引き上げた経緯がございます。その際に一般会計からの繰入金を１億７千万円としましたが、平成２５年度に７千万円繰り入れました。平成２６年度は決算見込みで説明いたしましたように赤字補てんとして９千３百万円余を繰り入れることとしております。この時点でほぼ１億７千万円となり、約束をいたしました金額に達しております。平成２７年度には、５千万円余の赤字補てん額を計上しておりますが、すでにお約束をした以上の赤字補てんをする予算計画となっております。加えて基金があと２千万円余しか残っていないという状況で予想外の医療費の増額があった場合には、決算ができないこともあり得ると思っております。詳しくは、平成２６年度の決算をみてみないと分かりませんが、平成２７年度の予算については、先程説明いたしました予算案としましても、平成２８年度の予算につきましては、保険税の増額を検討する必要があると思っております。
（会長）　他に平成２７年度予算について何かございませんでしょうか。

　　　　　ご発言がないようですので、平成２７年度境港市国民健康保険費特別会計の予算案について、ご承認いただけますでしょうか。ご承認の方は拍手をお願いします。

（一同拍手）

（会長）　それでは進行いたします。平成２６年度特定健康診査・特定保健指導実施状況と平成２７年度実施計画について事務局より説明をお願いします。
（事務局）平成２６年度特定健康診査・特定保健指導について説明いたします。特定健康診査の健診期間、実施機関、委託料につきましては、例年と変わっておりません。自己負担金につきましては、平成２６年度から課税、非課税関係なく、一律５００円で実施しております。受診状況につきまして、４年間の状況を資料に記載しております。平成２５年度までは法定報告の数値を、平成２６年度は健診期間が１月３１日までですので、その実績を記載しております。平成２３年度から平成２６年度までの受診率は、それぞれ２０．０％、１９．７％、１９．４％、２０．１％となっております。前年度と比較すると約１％の伸びに留まっております。前回の協議会で申しましたが、今年度よりがん検診と特定健診の受診券を１枚にして、がん検診の時に特定健診受診対象者に対し、医療機関の方や我々で特定健診の受診を呼びかけて受診率の向上を図りました。休日においてもセット健診として、がん検診と特定健診を合わせて受診できる体制を執っております。受診率についてはもう少し伸びると思っておりましたが、微増という結果でした。
　　　　 続きまして、特定保健指導に関してですが、実施期間が二つございます。前半は、平成２５年度の健診受診者の方々を対象に、２５年度の後半に初回面談を行っております。その方々に対し、６ヶ月経った後に評価を行いますが、その評価を行った方々に対する指導期間が前半の期間です。後半の期間は平成２６年度の健診受診者の方々に対し、初回面談を行った期間でございます。この二つの期間で特定保健指導が構成されております。直営で我々が行っており、個人負担金についてはありません。実施状況については、平成２３年度が８．０％、２４年度が２０．６％、２５年度が１１．６％、２６年度は見込みで
１３．９％位の実施率となり、前年度と比較して若干伸びると思っております。
ただ、県平均が２１％位で健診と同様、まだ差が大きいので、いろいろな方法を考えながら受診勧奨を行っているところです。
　　　　 平成２７年度につきましても、平成２６年度と同じ計画で実施します。休日の健診も今年度同様、がん検診を含めてセットで行う予定としております。特定保健指導につきましても、平成２６年度と同じ計画です。今年度の特定健診受診者の方々の評価の期間と来年度特定健診受診者の方々の初回面談の期間と二つの期間を設け、直営で実施するよう計画しております。以上です。

（会長）　今説明がありましたが、この件につきましてご質問とかご意見とかお聞きになりたいこととかございましたら、ご発言をお願いします。

（委員）　特定健診の受診状況が低調だということですが、平成２３年度から平成２５年度まで下がっていた率が平成２６年度で少しでも上がっているので、傾向としては悪くはないと思います。受診率向上は時間がかかると思うので、今年度された努力をしっかり続けていただきたい。特定健診の受診率の伸びが悪いのは、がん検診と比べて受診の目的について市民へのアピールが足りないところがあるのかもしれないですね。

（事務局）そのとおりだと思います。その辺りを含めて対策を考えます。がん検診と合わせて勧奨していますが、市民の方はがん検診の方へ関心がいってしまいます。それと特定健診対象者の中には、すでに医療機関で治療を受けておられる方がかなりおられ、治療中なので健診は必要ないと言われる方がおられますが、そういう方にとっても健診は大切なので、医師に相談していただくように声かけをしております。
（委員）　特定健診を受診していただきたい年齢、４０代、５０代の方にいかにアピールするかだと思います。
（事務局）休日のセット健診は、今回はかなり若い方が受診されておりました。休日のセット健診や企業とのタイアップを含めて受診率の向上を図りたいと思っております。
（委員）　境港市の健診受診率を見ると微増ですが、減少している市町村もあるので、受診勧奨の効果はあったと思います。
（会長）　他市と比べるとまだ受診率が低いということですね。
（事務局）はい、そうです。米子市で３０％ほどです。県が２８％くらいですので、まず県並みの受診率とし、そこから３０％を目指してと思っております。いきなりというのは難しいので、継続して今の受診率が徐々に増えていくようにはと思っております。
（会長）　他にございませんか。

　　　　　ご発言がないようですので、平成２６年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況並びに平成２７年度の実施計画については、ご了解いただいたものといたします。
（会長）　続きまして、平成２７年度の制度改正について、事務局より説明を求めます。

（事務局）まず、賦課限度額の見直しについてですが、平成２７年４月１日からの実施予定でございます。平成２６年度における賦課限度額は、医療給付費課税額分が５１万円、後期高齢者支援金等課税額分が１６万円、介護給付金課税額分が１４万円、合わせて８１万円ですが、平成２７年度より医療給付費課税額分が１万円増額となり５２万円、後期高齢者支援金等課税額分についても１万円増額となり１７万円、介護給付金課税額分が
２万円増額となり１６万円、合わせて４万円増額の８５万円となります。影響額としましては、平成２６年度課税ベースで約１７２万円の増額と見込んでおります。
続いて軽減対象の拡充でございます。軽減というのは保険税の割引と思っていただければよいです。この改正も平成２７年４月１日からの実施予定でございます。５ページをご覧ください。下の方に軽減判定所得の算定式を記載しております。５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、現在は被保険者数に２４万５千円を掛けておりますが、平成２７年度より被保険者数に２６万円を掛けて算定するようになり、
２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得については、現在は被保険者数に４５万円を掛けておりますが、平成２７年度より被保険者数に４７万円を掛けて算定するようになります。この改正の影響として、医療給付費課税額分が６６世帯、２６８万円、後期高齢者支援金等課税額分が６６世帯、６６万円、介護納付金課税額分が２８世帯、２６万円合わせて約３６０万円の保険税が減額となると見込んでおります。以上でございます。

（会長）　今、平成２７年度国民健康保険の制度改正について説明がございましたが、これについて、ご質問等がございましたら、お願いします。

（委員）　賦課限度額の見直しと軽減対象の拡充により、全体として収入が減るということですね。

（事務局）はい、そうです。
（委員）　先程の話にもあったが、収入が減るから保険税を値上げするということですか。

（事務局）保険税の軽減による税収入の減少を補てんするものとして、基盤安定のための一般会計からの繰入金があり、税収が減額となった場合は繰入金が増額となります。この繰入金は国、県、市で財政負担をします。
（委員）　消費税の増額分は、保険者の財政基盤安定のために使われるのでしょうか。
（事務局）国が国民健康保険に対し、３千４百億円の財政支援を行うと言っていますが、その中の低所得者の多い保険者に対する財政支援の財源として消費税を活用することになっております。
（会長）　他にご質問等はございませんか。
　　　　　ご発言がないようですので、国民健康保険制度の都道府県化について説明をお願いします。

（事務局）国民健康保険の制度改革の一つとして都道府県化があります。実施年度は平成３０年度からです。現在の状況は市町村が個別に運営しており、保険料も各市町村が個別に算定しております。都道府県化になりますと財政運営は都道府県が行うこととなり、保険料についても各市町村の医療の実態に応じ、市町村ごとに納付金を決定します。この金額を参考にして市町村が保険料を算定し、被保険者から徴収し都道府県に納めるといった形で運営がされることとなります。具体的な都道府県と市町村との役割といたしましては、先程も申しましたが財政運営の責任主体は都道府県であり、資格管理、保険料の賦課・徴収、保険給付、保健事業は市町村が行うこととなっております。市町村にとっては、都道府県化といいながら現行と変わらないという印象です。
（会長）　ただいま都道府県化の説明がありましたが、何かご質問等はございませんか。
（委員）　平成３０年度以降は運営協議会は無くなるのでしょうか。
（事務局）私共もそう思っておりましたが、都道府県は標準的な保険料を示すのみで、最終的に保険料を決定するのは市町村であります。そうなりますと、保険料は運営協議会にお諮りしながら決めていかなければならないと考えております。現段階では運営協議会について、継続するのか廃止するのか示されておりませんが、廃止することはできないと考えております。
（委員）　都道府県が標準的な金額を示し、その金額を基に保険料を算定し都道府県に納めるということですが、今までのように一般会計からの繰り入れもあり得るのですか。

（事務局）一般会計からの繰り入れではなく、都道府県が基金を作り、その基金から不足した金額を借り入れ、市町村は借り入れた金額を３年間で保険料を上げて返還するようになります。
　　　　　保険料については、都道府県化になると現在より大幅な増額となる市町村や減額しても大丈夫な市町村など、いろいろな状況になると考えておりますが、境港市の場合は、医療費が高いことを考えれば増額となる可能性が高いと思います。
（会長）　他にございませんか。

　　　　　ご発言がないようですので、その他について事務局から何かありますか。

（事務局）その他ということで、２点ほど発言させていただきます。
　　　　　まず、被用者保険代表役員についてでございます。退職者医療制度が平成２６年度で廃止となることに伴い、被用者保険代表役員を委員から除くように条例を改正しましたが、退職者医療制度廃止以降も前期高齢者交付金、後期高齢者支援金等により、今後も国民健康保険と被用者保険との間で医療費の財政調整が続いていくことを考えると引き続き被用者保険代表役員の存在が必要だと考え、３月市議会に条例の改正を上程しております。

　　　　　次に運営協議会委員の改選についてですが、平成２７年５月３１日で、被保険者代表の松本憲昭委員、松本雅人委員、柏木香寿子委員、西村裕子委員、保険医又は保険薬剤師代表の松野委員、小林委員、公益代表の門脇委員、渡辺委員が任期満了となります。被保険者代表につきましては、公募を予定しておりますが応募がなければ、改めて委員をお願いすることもあると思いますので、その節にはよろしくお願いします。
　　　　　保険医代表につきましては、境港市医師協会に推薦をお願いできたらと考えておりますので、よろしくお願いします。

　　　　　以上です。

（会長）　それでは、本日予定しておりました議事はすべて終了いたしました。本日は大変お忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございました。以上で平成２６年度第２回境港市国民健康保険運営協議会を閉会いたします。

閉　会　午後３時
議事録署名委員
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